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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第22期

第３四半期
累計期間

第23期
第３四半期
累計期間

第22期

会計期間
自平成24年４月１日
至平成24年12月31日

自平成25年４月１日
至平成25年12月31日

自平成24年４月１日
至平成25年３月31日

売上高（千円） 5,176,805 5,526,240 6,912,441

経常利益（千円） 367,485 223,690 389,409

四半期（当期）純利益（千円） 233,185 129,165 244,987

持分法を適用した場合の投資利益

（千円）
－ － －

資本金（千円） 205,125 205,125 205,125

発行済株式総数（株） 10,500 2,100,000 10,500

純資産額（千円） 1,064,520 1,129,119 1,076,348

総資産額（千円） 2,985,490 3,048,086 3,118,721

１株当たり四半期（当期）純利益金

額（円）
     111.04      62.47     116.66

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円）
－ － －

１株当たり配当額（円） － － 2,000

自己資本比率（％）        35.7        37.0         34.5

　

回次
第22期

第３四半期
会計期間

第23期
第３四半期
会計期間

会計期間
自平成24年10月１日
至平成24年12月31日

自平成25年10月１日
至平成25年12月31日

１株当たり四半期純利益金額（円）      39.74      27.24

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につ

いては記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．当社は関連会社を有しておりませんので、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。

４．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しており

ません。

５．当社は、平成25年４月26日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成25年７月１日付で、普通株式１株を

200株に分割するとともに、１単元の株式の数を100株とする単元株制度を採用いたしました。

　　これに伴い、平成25年７月１日に行った株式分割が、前事業年度の期首に行われたと仮定して１株当たり四

半期(当期)純利益金額を算定しております。　

 

２【事業の内容】

　当第３四半期累計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第３四半期累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、又は、前事業年度の有価証券報告書に記載した事

業等のリスクについての重要な変更はありません。

　　

２【経営上の重要な契約等】

　当第３四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 　

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

 文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものであります。　

（1）業績の状況

　当第３四半期累計期間におけるわが国経済は、政府の経済対策及び金融政策への期待感から円高是正や株高が進

み、輸出関連企業を中心に業績改善の動きが見られましたが、長引く欧州の債務問題や新興国の経済停滞などの影

響により、依然として先行きは不透明な状況が続きました。

　介護業界におきましては、既存事業者の活動の活発化に加え、他業種からの新規参入が再び激しくなってきてお

ります。また、介護事業者における法令遵守の徹底が改めて強く求められており、人員基準、設備基準及び運営基

準の遵守が重要な経営課題となっております。

　こうした状況下、当社は、既存事業の強化及び業務の効率化に加え、法令遵守の徹底及びサービスの向上を図る

ため、体制の見直しを行い、お客様一人ひとりの尊厳に共感したサービスの提供に努めてまいりました。

　昨年度に引き続き、当第３四半期累計期間においても、東京を中心としたドミナントエリア拡充のため、店舗展

開を推進してまいりました。５月に「訪問入浴下井草」を杉並区に開設、９月に「エンゼルケア八王子事業所」を

日野市に開設、「エンゼルケア柏事業所」を千葉県柏市に開設いたしました。10月には認知症対応の「デイサービ

スセンター仲池上」を大田区に開設しました。

　一方、全従業員とその家族の幸せを願い、働く従業員の生活力向上を目指す為の取組みとして、前事業年度より

引続き賞与支給を増額し、年収の増加を図っております。

　以上の結果、当第３四半期累計期間の売上高は5,526百万円（前年同期比6.8％増）、営業利益は228百万円（前

年同期比37.8％減）、経常利益は223百万円（前年同期比39.1％減）、四半期純利益は129百万円（前年同期比

44.6％減）となりました。

　　

　　セグメントの業績は、次のとおりであります。　

 ① 介護事業におきましては、新規事業所の開設による売上の増加はあるものの賞与支給等の増額のため、売上高

4,082百万円（前年同期比6.0％増）、営業利益365百万円（前年同期比27.0％減）となりました。

 ② エンゼルケア事業におきましては、賞与支給等の増額はあるものの、新規事業所の開設や既存事業所における

取引件数の増加のため、売上高1,155百万円（前年同期比9.9％増）、営業利益288百万円（前年同期比5.6％増）

となりました。

 ③ サービス付き高齢者向け住宅事業におきましては、既存３事業所の入居者増はあるものの賞与支給等の増額の

ため、売上高288百万円（前年同期比4.6％増）、営業利益28百万円（前年同期比31.6％減）となりました。　

　  　 　　　 

（2）事業上及び財務上の対処すべき課題

 当第３四半期累計期間において当社が対処すべき課題について、重要な変更はありません。

 

（3）研究開発活動

 該当事項はありません。

 

（4）経営成績に重要な影響を与える要因について

　介護保険法は施行後５年に一度法律全般が改正され、又、３年に一度介護報酬改定が行われることになってお

ります。法令の変更により、当社が現在行っている事業活動に支障をきたし、又、採算性等に影響を受ける可能

性があります。

　エンゼルケア事業においては、湯灌サービスの認知度が高まることにより、他の事業者の参入により、競争が

激化する可能性があります。更に葬儀形態の多様化により、湯灌サービスの利用が減少した場合、当社の業績に

影響を及ぼす可能性があります。
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　  （5）経営戦略の現状と見通し

当社といたしましては、これらの状況を踏まえて、以下の点を経営戦略として位置づけております。

① 介護事業におけるデイサービス施設数の増加

 　東京23区へのドミナント戦略による集中と事業内容の深化に取り組んでまいります。

② エンゼルケア事業の営業基盤の充実

   　介護保険制度改定の影響を受けない収益源として、更なる営業基盤の充実とサービスの向上を目指し取引

先である互助会及び葬儀社との良好な関係の維持発展を図ってまいります。

③ サービス付き高齢者向け住宅の展開

　東京近郊４県に限定し、多額な一時金もなく、安い料金で安心して生活できるよう、高齢者に優しいバリ

アフリーの住居に当社自らが行う住宅サービス（食事・見守り等）と特定施設入居者生活介護サービス（介

護保険適用）を併せもつ「サービス付き高齢者向け住宅」の管理・運営事業を展開してまいります。

④ サービスの質の向上

  人材開発と理念の浸透のため教育の充実を図り、技術の向上はもとより、従業員の意識の統一に力点を置

いて、更なる人材育成に注力してまいります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 5,760,000

計 5,760,000

 

②【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成25年12月31日）

提出日現在発行数（株）
（平成26年２月14日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 2,100,000 2,100,000

東京証券取引所

ＪＡＳＤＡＱ　

（グロース）

単元株式数

100株

計 2,100,000 2,100,000 － －

　（注）発行済株式のうち20,000株は、現物出資（金銭消費貸借契約５百万円）によるものであります。　

　

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。　　

　

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

  該当事項はありません。　　　

　

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。　

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成25年10月１日～

平成25年12月31日
－ 2,100,000 － 205,125 － 138,075

　

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　　　　　　当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成25年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。

　

①【発行済株式】

 平成25年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － 　－

議決権制限株式（自己株式等） － － 　－

議決権制限株式（その他） － － 　－

完全議決権株式（自己株式等）  普通株式   72,000 － 　－

完全議決権株式（その他） 　普通株式 2,027,900 20,279 　－

単元未満株式
 普通株式      100

　
－ 　－

発行済株式総数            2,100,000 － －

総株主の議決権 － 20,279 －

　（注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が800株含まれております。又、「議決

権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数８個が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成25年12月31日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合
（％）

株式会社ケアサービス　
東京都大田区新蒲田

３丁目15番７号
72,000 － 72,000 3.42

計 － 72,000 － 72,000 3.42

 

　

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期累計期間における役員の異動は、次のとおりであります。

　

(1) 新任役員

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式
数
（千株）

就任年月
日

常勤監査役  － 太田健太郎 昭和38年10月13日生

昭和62年４月 株式会社間組（現　株式

会社安藤・間）入社

平成14年７月 株式会社高岡屋入社　管

理部長

平成22年２月

　

平成23年８月

　

平成25年11

月　

株式会社ニチリョク入

社　経営管理部長

当社入社　経理財務部長

代理

当社常勤監査役就任（現

任）

 （注） －
平成25年

11月25日

（注）退任した監査役の補欠として就任したため、任期は前任者の任期満了の時である平成29年３月期に係る定時株主

総会の終結の時までであります。

　

　

(2) 退任役員
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役名 職名　 　氏名 退任年月日

　常勤監査役 － 　　石崎　利生　 　　平成25年11月25日　

　

(3) 役職の異動

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日

 取締役社長

(代表取締

役)　

経営企画本部長

兼サポートセンター長

 取締役社長

(代表取締役)
－ 　 福原　敏雄  　平成25年９月１日

 取締役 副サポートセンター長 専務取締役
経営企画本部長

兼サポートセンター長
   大瀧　裕司   平成25年９月１日

 取締役社長

(代表取締

役)　

－
 取締役社長

(代表取締役)

経営企画本部長

兼サポートセンター長
   福原　敏雄   平成25年12月１日

 取締役 －  取締役 副サポートセンター長   大瀧　裕司   平成25年12月１日
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第４【経理の状況】

１．四半期財務諸表の作成方法について
　当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令第63

号）に基づいて作成しております。

　

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期会計期間（平成25年10月１日から平成25

年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期財務諸表に

ついて、京都監査法人による四半期レビューを受けております。

　

３．四半期連結財務諸表について
　当社は子会社がありませんので、四半期連結財務諸表を作成しておりません。
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１【四半期財務諸表】
（１）【四半期貸借対照表】

（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,165,371 1,019,725

売掛金 1,051,006 1,151,859

商品 115 224

原材料 3,661 6,344

その他 156,800 173,964

貸倒引当金 △370 △164

流動資産合計 2,376,584 2,351,955

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 306,358 284,929

その他（純額） 50,722 35,333

有形固定資産合計 357,080 320,262

無形固定資産 52,741 35,074

投資その他の資産

敷金及び保証金 210,907 223,331

その他 122,236 118,472

貸倒引当金 △829 △1,009

投資その他の資産合計 332,314 340,794

固定資産合計 742,137 696,131

資産合計 3,118,721 3,048,086

負債の部

流動負債

買掛金 152,753 161,267

短期借入金 300,000 300,000

1年内返済予定の長期借入金 222,185 182,226

未払金 326,523 325,197

未払費用 122,998 128,362

未払法人税等 145,560 33,412

賞与引当金 132,116 30,198

その他 152,779 173,245

流動負債合計 1,554,916 1,333,910

固定負債

長期借入金 278,964 413,301

退職給付引当金 90,381 96,879

その他 118,111 74,876

固定負債合計 487,456 585,057

負債合計 2,042,373 1,918,967
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（単位：千円）

前事業年度
(平成25年３月31日)

当第３四半期会計期間
(平成25年12月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 205,125 205,125

資本剰余金 138,075 138,075

利益剰余金 733,200 841,365

自己株式 － △55,584

株主資本合計 1,076,400 1,128,981

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 △52 137

評価・換算差額等合計 △52 137

純資産合計 1,076,348 1,129,119

負債純資産合計 3,118,721 3,048,086
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（２）【四半期損益計算書】
【第３四半期累計期間】

（単位：千円）

前第３四半期累計期間
(自　平成24年４月１日
　至　平成24年12月31日)

当第３四半期累計期間
(自　平成25年４月１日
　至　平成25年12月31日)

売上高 5,176,805 5,526,240

売上原価
※1 4,245,792 ※1 4,693,600

売上総利益 931,012 832,640

販売費及び一般管理費 563,601 604,271

営業利益 367,411 228,368

営業外収益

自動販売機収入 1,731 1,619

事業所閉鎖損失引当金戻入額 3,544 －

その他 6,953 3,018

営業外収益合計 12,230 4,637

営業外費用

支払利息 9,289 5,471

契約解約損 － 3,150

その他 2,866 694

営業外費用合計 12,156 9,315

経常利益 367,485 223,690

特別利益

移転補償金 48,000 －

特別利益合計 48,000 －

特別損失

事業所閉鎖損失 11,069 －

減損損失 6,557 －

特別損失合計 17,626 －

税引前四半期純利益 397,858 223,690

法人税、住民税及び事業税 134,617 36,457

法人税等調整額 30,055 58,067

法人税等合計 164,673 94,525

四半期純利益 233,185 129,165
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【注記事項】

（四半期貸借対照表関係）

　　　　該当事項はありません。　

（四半期損益計算書関係）

      ※１．売上原価　

前第３四半期累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

　　　　　売上原価に含まれる労務費から補助金相当額である介護職員処遇改善加算を控除して計上しております。な

お、控除額は42,643千円であります。

　

当第３四半期累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

　　　　　売上原価に含まれる労務費から補助金相当額である介護職員処遇改善加算を控除して計上しております。な

お、控除額は63,249千円であります。

　　　　

（四半期キャッシュ・フロー計算書関係）

　　当第３四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第３四半期累計

期間に係る減価償却費 (のれんを除く無形固定資産に係る償却費を含む。) 及びのれんの償却額は次のとおりで

あります。

 
前第３四半期累計期間

（自 平成24年４月１日
至 平成24年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自 平成25年４月１日
至 平成25年12月31日）

減価償却費 103,291千円 93,935千円

のれんの償却額 33 －
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成24年４月１日　至平成24年12月31日）

１.　配当金支払額　

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成24年６月25日

定時株主総会
普通株式 21,000 2,000 平成24年３月31日 平成24年６月26日  利益剰余金

　

　　　　　２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

　　　　　　となるもの　　

　　　　　　　該当事項はありません。　

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成25年４月１日　至平成25年12月31日）

１.　配当金支払額　

 （決議） 株式の種類
配当金の総額
（千円）

１株当たり配
当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成25年６月24日

定時株主総会
普通株式 21,000 2,000 平成25年３月31日 平成25年６月25日  利益剰余金

　

　　　　　２．基準日が当第３四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期会計期間の末日後

　　　　　　となるもの　　

　　　　　　　該当事項はありません。　

　

　　　　　３．株主資本の金額の著しい変動

　　　　　　　当社は、平成25年８月29日開催の取締役会決議に基づき、自己株式72,000株の取得を行いました。この結

果、当第３四半期累計期間において自己株式が55,584千円増加し、当第３四半期会計期間末において自己株

式が55,584千円となっております。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第３四半期累計期間（自平成24年４月１日 至平成24年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額

（注）1　

四半期
損益計算書
計上額

（注）2　
介護事業

エンゼルケ
ア事業

サービス付き
高齢者向け住

宅事業
計

売上高       

外部顧客への売上高 3,849,525 1,051,065 276,214 5,176,805 － 5,176,805

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 3,849,525 1,051,065 276,214 5,176,805 － 5,176,805

セグメント利益 499,837 273,007 41,618 814,463 △447,052 367,411

　　　（注）1. セグメント利益の調整額△447,052千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△447,052千円

　 　　　　　であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

2. セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

　

Ⅱ　当第３四半期累計期間（自平成25年４月１日 至平成25年12月31日）

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報　

（単位：千円）

 

報告セグメント
調整額

（注）1　

四半期
損益計算書
計上額

（注）2　
介護事業

エンゼルケ
ア事業

サービス付き
高齢者向け住

宅事業
計

売上高       

外部顧客への売上高 4,082,247 1,155,097 288,895 5,526,240 － 5,526,240

セグメント間の内部売上高
又は振替高

－ － － － － －

計 4,082,247 1,155,097 288,895 5,526,240 － 5,526,240

セグメント利益 365,006 288,422 28,482 681,911 △453,542 228,368

　　　（注）1. セグメント利益の調整額△453,542千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用△453,542千円

　 　　　　　であります。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。

2. セグメント利益は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　
前第３四半期累計期間

（自　平成24年４月１日
至　平成24年12月31日）

当第３四半期累計期間
（自　平成25年４月１日
至　平成25年12月31日）

 １株当たり四半期純利益金額 111円04銭 62円47銭

（算定上の基礎）   

四半期純利益金額（千円） 233,185 129,165

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る四半期純利益金額（千円） 233,185 129,165

普通株式の期中平均株式数（株） 2,100,000 2,067,535

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２. 当社は、平成25年７月1日付で普通株式１株につき200株の株式分割を行っております。前事業年度の期首に

当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額を算定しております。　

　

２【その他】

  該当事項はありません。　
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。 
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

平成26年２月12日

株式会社ケアサービス

取締役会　御中

京都監査法人

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 高津　靖史　　印

　 　 　　 　

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 齋藤　勝彦　　印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ケア

サービスの平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第23期事業年度の第３四半期会計期間（平成25年10月１日

から平成25年12月31日まで）及び第３四半期累計期間（平成25年４月１日から平成25年12月31日まで）に係る四半期

財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び注記について四半期レビューを行った。

　

四半期財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸

表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成

し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される

質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥

当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

　

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ケアサービスの平成25年12月31日現在の財政状態及び同日を

もって終了する第３四半期累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

　

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　                             以　　上 

（注）１.　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　    ２． 四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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